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国

国

税 平成27年分所得税の確定申告

2月 ,6日～3月 15日

(遺付申告は申告期間前でも受け付けられます)

贈与説の申告     2月 1日 ～3月 15日

1月分源泉所得税の納●     2月 10日

12月決算法人の確定申告(法人税 消費税等)

2月 29日

2月 29日6月 決
=法

人の中r・l申告

3月、6月、9月決算法人の消費税等の中間申告

(年3回の場合 ) 2月 29El

国 税 決算期の定めのない人格なき社団等の法人

税の確定申告及び納付 2月 29日

地方税 固定資産税 (都市計画税)の第4期分の納付

市町村の条例て定める日

一●
饉薔納税 金融機関の預側盗 11座 から白勁lllに納税がイiわえιる方法.振朴:1は 法定納期

限よりLく 、平成27年分確定中告の振林11は  11告所得純 彼興糊 l所得税が平成28年

1'1カ ロ 何人事来イの消費薇 地方消費攪が同年■月251です.ただし、戌・1不足で振

格納税できない場合は 法t納期日
`の

や11か ら延澪税がかかるので

'主

意が必要です .
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２
一

１
一　
一
か
所
以
上
か
ら
給
与
を
も
ら

っ
て
い
る

・ｏ
　
同
族
会
社
の
役
員
等
で
、
そ
の

会
社
に
不
動
産
や
事
業
資
金
を
貸

し
付
け
、
使
用
料
　
利
息
等
を
受

け
取

っ
て
い
る

６
一　
平
成
二
十
七
年
中
に
土
地
等

の

議
泄
が
あ

っ
た

ラ
　
綸

，
所
得
者
で
給
与
以
外

の
所

得
金
額
が
■
Ｃ
万
円
を
超
え
る

●
所
得
税
の
選
付
を
受
け
ら
れ
る
人

（主
な
例
）

確定申告の

ポイント

公的年全等雑所得の金額

(A)-700000円
(A)× 75%- 375000円
(A)× 85・ .- 785000円
(ハ )× 95・.-1555000円

(A)× 95%-1555000円

平成27年分本
年
も
所
得
税

の
確
定
中
告
時
期

と
な
り
ま
し
た
．
還
付
中
告
は
、
既

に
　
月
か
ら
始
ま

っ
て
い
ま
す
が
、

納
付
額
の
あ
る
人
に
つ
い
て
は
、
二

月
十
六
日
か
ら
二
月
十
五
日
ま
で
と

な
り
ま
す
。

以
下
、
平
成
二
十
七
年
分
確
定
中

告
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
．

１
　
確
定
申
告
の
対
象
者

●
確
定
申
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
人

（主
な
例
）

■
一　
個
人
で
事
業
を
行

っ
て
お
り
納

税
額
が
あ
る

，
・　
不
動
産
収
入
が
あ
り
納
税
額
が

あ
る

・３
　
給
与
が
年
間
一
千
万
円
を
超
え

る

雑
損
控
除
、
医
療
費
控
除
、
寄

附
金
控
除
、
配
当
拌
除
、
住
宅

ロ

ー
ン
拌
除
を
受
け
る
人

２
　
平
成
二
十
七
年
分
確
定
申
告
０

主
な
目
意
点

「
　
ふ
る
さ
と
納
税
の
拡
充

確
定
中
告
を
行
わ
な

い
給
与
所
得

者
等
が
寄
附
を
行
う
場
合
に
は
、
確

定
申
告
不
要
で
拌
除
が
受
け
ら
れ
る

「
ふ
る
さ
と
納
税
ワ
ン
ス
ト
ツ
プ
特
例

制
度
」
が
創
設
さ
れ
て
い
ま
す
。

特
例
適
用
に
は
、
ふ
る
さ
と
納
税

先
の
自
治
体
数
が
五
団
体
以
内
で
、

ふ
る
さ
と
納
税
を
行
う
際
に
、
各
ふ

る
さ
と
納
税
先

の
自
治
体
に
特
何
の

適
用
に
関
す
る
中
請
占
を
提
―――
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
．

）

平
成
二
十
七
年
四
月
　
Ｈ
以
降
に

行
う
ふ
る
さ
と
納
税
が
特
例
の
対
象

で
す

の
で
、
同
年

１
月
二
十

一
日
ま

で
に
行

つ
た
場
合
は
、
確
定
申
告
が

必
要
と
な
り
ま
す
．

‐２‐
　
日
外
転
出
を
す
る
場
合
の
譲
渡

所
得
等
の
特
例
の
創
設

平
成
二
十
七
年
七
月
　
日
以
後
に

日
外
転
出
を
す
る
居
住
者
が
、　
一
億

円
以
Ｌ
の
有
価
証
券
等

の
対
象
資
産

を
所
布
等
し
て
い
る
場
合
に
は
、
国

外
転
出
時
の
価
額
で
対
象
資
産
の
議

渡
■
が
あ

っ
た
も
の
と
み
な
し
て
、

所
得
税

（復
興
特
別
所
得
税
を
合
み

ま
す
）
が
課
税
さ
れ
ま
す
の
で
、
確

定
申
告
が
必
要
と
な
り
ま
す
．
な
お

定

の
手
続
き
を
し
た
場
合
に
は
、

日
外
転
出
か
ら
五
年
間
、
納
税
猶
予

さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
．

）

ふるさと納税

表 1

ト 未満

公的年金等に係る雑所leの速算表

1000000円未満

l● i026年 1月 2日 以後生れの者

年■

“

歳未満

,3αDKX10円

4100000円
4100000円
77000)0円

7700000円 以上

(A)-1200000円
Edi!26E18 r ErrFl_4i!o! 3,300,000 B (A)× 75%- 375000円

3300000円 未満

4100000円
4100000円
7700000円 (A)× 85%― 785000円

公的年全等の収入金額の合計額 (A)

2月 号

7700000円 以上

1年

“

65歳以上|



97 500    AIX10%-97 mЮ円|× Io2 1%

427500   1A,X21A-4275∞ IX102 1%

636 000    AI× 23%―

“

俗αЮlx102 1%

謳 融選環鮒i勘L I  I
子 1096

呼 成27年分月)

医  晨  費

奪  婦 (夫 )

特定鉄姜輌族

チエックの内容

1営業 農茉 そのrtの ●■ 不動産所得●については 収支内訳
=の

添付が,■です

給与7f得等の澤彙薇収栗は 薔本が添付さttていますか.

‐還付申告Ⅲ 提出する●合は綸与所●以外う折
…

円以責 あっても含めて中告し感す

損益通算のできる場失は 不動産 ●彙 籠潰(注,山鉢所得です

補てん合は 未収であっても 見薇りにより崚恥 ます.

差引負担額鴻 10万円(又 は所得奎輌の5%か いずれか少ない金額)を 差し:いてありますカキ

領収書の添付またに提示がされていますか。

領収書 .I明●等の添付がされていますか.

扶養親族のうち 年齢19彙 以上23崚未満の人(平成512～平成911生まれ,て 掟除猥は

“万 円です

ヘ

⌒

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

説
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

(2)参夫  死別 離婚とも一定の生llを ―にする子がありかつ合計所得奎饉が5C O万 円以下

[死ЯI雌饉‐‐‐秩姜崚族難 一定の生計を―にする子があttげ 所得制財 し

'死

別     合計所得会額がまЮ万円以下

,特定の,II  扶贅崚族である子を有しかつ合計所,全 IIが∞0万円以下.

配 当 控 除

合計所得全餞が1000万 円趙なのに■用していませんか。
配偶者特別控餘

控除額は 最高

“

万円です

対象 なる配当所得は 剰余全の配当等です.

1控除観は 課税総所得全輌1000万 円以下は10・ .それを超え櫛 分は5●●になります

住宅ローン控除

ス付
=類

の不足はなぃですか.

(1鰤集 中古家屋の場合

,家屋(土地)の量紀

"薔
本又は妙本

●議員契約■又は売貫興鉤■の写し

=L民
票の写し

●住宅取得資金に係る僣大会の年末残高等証明書

(3建築年致基準(耐火25年 以内 す1耐火20年以内,t●亥当しない場合は 耐震基準適合証

明書又は住宅性能評価■の写し既存住宅売買瑕霰担保責任保険契約が締結されてい

ることを証する
=類

のいずれか

(2,増改築蒙 した験この場合

上記(1)の 各種の●類の他に「IE興確認済証の写しJ若しくは[検
=済

肛の写しJ又は

「増改集等I●肛明i」

表3 確定申告書チェック表

申告書の住宅僣入金 (取得)●特別檀除●の「居仕年月日J等は すべて

“

入がありますか、

源象徴収,日 未払いの源泉所得螢llも含めて記載します

中 告 輌 税 輌 黒字の金額は 1∞円未濤の鋸散Ш り構て。

第一期 第二期とも未納があっても

“

載して下さい。

3--2月 号

(注 )一定の居佳用財産以外の土地 ●物●時 す



結婚 。子育て資金管理契約の期
間中に贈与者が死亡したとき

「結婚 子育て資金の非課税」の特例を

利用して贈与を行った贈与者が、結婚 子

育て資金の非課税の適用に係る贈与をした

日からその贈与に係る結婚 子育て資金管

理契約の終了の日までの間に死亡した場合

には、その贈与者に係る受贈者は、贈与者

が死亡した事実を知ったときに、速やかに、

贈与者が死亡した旨を取扱金融機関の営業

所等に届け出なければなりません。なお、

贈与者が死亡 した日以前に支払われた結

婚 子育て資金に係る領収書等で取扱金融

機関の営業所等に未提出であるものについ

ても提出します。

また、贈与者が死亡した日における非課

税拠出金額 (結婚 子育て資金非課税申告

書等に「結婚・子育て資金の非課税」の特

例の適用を受けるものとして記載された金

額を合計した金額)か ら結婚 子育て資金

支出額 (取扱金融機関の営業所等において

結婚 子育て資金の支払の事実が確認され、

かつ、記録 された金額)を 控除 した残額 (以

下「管理残額J)を その贈与者から相続等に

よって取得 したものとみなして、相続税に

関する法令の規定を適用することとなりま

す。

そのため 被相続人から相続、遺贈や相

続時精算課税に係る贈与によって財産 を取

得 した各人の課税価格の合計が、遺産に係

る基礎控除額を超える場合 その財産を取

得 した人は 相続税の申告をする必要があ

ります。

したがって、受贈者は 取扱金融機関の

営業所等に管理残額を確認 し、贈与者の死

亡に係る相続税の申告の要否を確認 してく

ださヽヽ。

なお、相続税額を計算するに当たって

管理残額に対応する相続税額については

相続税額の2割加算の規定の適用はないこ

ととされています。

国外居住親族に現金手渡しした
ときの扶養控除の適用の可否

国外居住親族に係る扶贅控除等の適用を

受けようとする場合には、「送金関係書類J

の提出又は提示が必要とされていますので、

「送金関係書類Jの提出又は提示がない場合

には その国外居住親族に関しては、扶養

控除等を適用することはできません。

「送金関係書類Jと は 金融機関の書類

又はその写 しやいわゆるクレジ ントカ~ド

発行会社の書類又はその写 しなどで、居住

者がその年において国外居住親族の生活費

又は教育費に充てるための支払いを必要の

都度 各人に行ったことを明らかにする一

定の書類のことをいいます。

なお、居住者から現金で渡 した旨の申立

書が提出又は提示 された場合であっても

その申立書は、所得税法に定める「送金関

係書類Jに は該当 しませんので その国外

居住親族については、扶姜控除等を適用す

ることはできません。

被
相
続
人
の
準
確
定
申
告
に
係
る
還
付
金
等

被
相
続
人
が
死
亡
し
　
相
続
人
が

準
確
定
申
告
し
た
こ
と
に
よ
り
、
予

定
納
税
額
の
う
ち

一
部
の
還
付
を
受

け
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
と
き

の
還
付
金
請
求
権
は
本
来
の
相
続
財

産
で
あ
り
、
相
続
税
の
課
税
の
対
象

と
な
り
ま
す
。

選
付
金
請
求
権
は
　
被
相
続
人
の

死
亡
後
に
発
生
す
る
と
し
て
も
　
被

相
続
人
の
生
存
中
に
潜
在
的
な
請
求

権
が
被
相
続
人
に
帰
属
し
て
お
り
、

こ
れ
が
被
相
続
人
の
死
亡
に
よ
り
顕

在
化
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
た
め

て
す
。

な
お
、
還
付
加
算
金
は
相
続
人
が

確
定
申
告
書
の
提
出
に
よ
っ
て
原
始

的
に
取
得
す
る
も
の
で
　
被
相
続
人

か
ら
の
相
続
に
よ

っ
て
取
得
す
る
も

の
と
は
認
め
ら
れ
な

い
た
め
　
雑
所

得
と
し
て
所
得
税
の
課
税
対
象
と
な

り
　
相
続
税
の
課
税
価
格
に
算
入
さ

れ
ま
せ
ん
。

2月 号 ―-4


